
議案第２８号 

 

北名古屋市介護保険条例の一部改正について 

 

北名古屋市介護保険条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定める

ものとする。 

 

平成２７年２月２３日提出 

 

北名古屋市長 長 瀬  保 

 

 

提案理由 

 

この案を提出するのは、介護予防・日常生活支援総合事業等の開始時期

を指定するとともに、介護保険料率の見直しを行い、介護保険事業の適正

な運営を図るため、本条例の一部を改める必要があるからである。 

 

 



   北名古屋市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

 北名古屋市介護保険条例（平成１８年北名古屋市条例第１１５号）の一

部を次のように改正する。 

 第４条中「平成２４年度から平成２６年度までの」を「平成２７年度か

ら平成２９年度までの」に改め、同条第１号中「第３８条第１項第１号」

を「第３９条第１項第１号」に、「２５，８９６円」を「２７，９００円」

に改め、同条第２号中「第３８条第１項第２号」を「第３９条第１項第２

号」に、「２５，８９６円」を「３６，２７０円」に改め、同条第３号中「第

３８条第１項第３号」を「第３９条第１項第３号」に、「３８，８４４円」

を「４１，８５０円」に改め、同条第４号中「第３８条第１項第４号」を

「第３９条第１項第４号」に、「５１，７９２円」を「４６，３１４円」に

改め、同条第５号中「第３８条第１項第５号」を「第３９条第１項第５号」

に、「６４，７４０円」を「５５，８００円」に改め、同条第６号を次のよ

うに改める。 

⑹ 次のいずれかに該当する者 ６９，７５０円 

 ア 合計所得金額（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２

条第１項第１３号に規定する合計所得金額をいう。以下同じ。）が１

２０万円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しな

いもの 

 イ 要保護者（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２

項に規定する要保護者をいう。以下同じ。）であって、その者が課さ

れる保険料額についてこの号の区分による額を適用されたならば保

護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（⑴

に係る部分を除く。）、次号イ、第８号イ又は第９号イに該当する者

を除く。） 

第４条に次の４号を加える。 

⑺ 次のいずれかに該当する者 ７２，５４０円 

 ア 合計所得金額が１９０万円未満である者であり、かつ、前各号の

いずれにも該当しないもの 



 イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の

区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部分を除く。）、次号イ又

は第９号イに該当する者を除く。） 

⑻ 次のいずれかに該当する者 ８３，７００円 

 ア 合計所得金額が２９０万円未満である者であり、かつ、前各号の

いずれにも該当しないもの 

 イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の

区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部分を除く。）、次号イに

該当する者を除く。） 

⑼ 次のいずれかに該当する者 ９４，８６０円 

 ア 合計所得金額が５００万円未満である者であり、かつ、前各号の

いずれにも該当しないもの 

 イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の

区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるも

の（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部分を除く。） 

⑽ 前各号のいずれにも該当しない者 １０３，２３０円 

第４条に次の１項を加える。 

２ 所得の少ない第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る前項

第１号に該当する者の平成２７年度から平成２９年度までの各年度にお

ける保険料は、同号の規定にかかわらず、２５，１１０円とする。 

第６条第３項中「第３８条第１項第１号イ」を「第３９条第１項第１号

イ」に、「及びハ」を「若しくはニ」に、「又は第５号ロ」を「、第５号ロ、

第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ又は第９号ロ」に、「第３８条第１項第１号

から第５号」を「第３９条第１項第１号から第１０号」に改める。 

 第７条第１項中「地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第

１項第１３号に規定する」を削る。 

附 則 

（施行期日） 



１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の北名古屋市介護保険条例第４条の規定及び次項の規定は、平

成２７年度以降の年度分の保険料について適用し、平成２６年度以前の

年度分の保険料については、なお従前の例による。 

３ 法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事

業については、介護予防及び生活支援の体制整備の必要性等に鑑み、そ

の円滑な実施を図るため、平成２７年４月１日から市長が定める日まで

の間は行わず、当該市長が定める日の翌日から行うものとする。 

４ 法第１１５条の４５第２項第５号に掲げる事業については、その円滑

な実施を図るため、平成２７年４月１日から市長が定める日までの間は

行わず、当該市長が定める日の翌日から行うものとする。 


